A Comparison of Financial Performance Measures of Toyama University Hospitalfor the Fiscal Year 2006 with Those of Other National University Corporation Hospitals by 関根 道和
■緒 言
平成１６年度より国立大学には法人格が付与され，国立
大学法人となった。国立大学法人においては，法人経営
に関する一定の裁量権を得る代わりに，社会に対して法
人の財務状況に関する説明責任を果たし，自らの財務状
況を客観的に把握する目的で，国立大学法人会計基準等
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要 旨
背景：国立大学附属病院の財務状況は，法人全体の財務パフォーマンスに強い影響を与える。今回の研
究は，富山大学附属病院の財務状況を，全国の国立大学附属病院と比較することを目的とした。
方法：対象は医学部を有する国立大学法人４２校。平成１８事業年度財務諸表の附属病院セグメント情報か
ら，財務比率指標を算出した。
結果：富山大学が全国平均より良好の財務状況であったのは，運営費交付金比率（安全性指標），自己
収益比率・自己収益回転率（収益性指標）であった。研究経費比率（活動性指標）は全国中位であった。
人件費比率・一般管理費比率・業務費比率（効率性指標），教育経費比率（活動性指標），外部資金比率
（成長性指標）は，全国平均以下の財務状況であった。
結論：富山大学附属病院は安全性と収益性は良好であるが，効率性や活動性および成長性は他大学より
低かった。今回は横断評価のため，縦断評価を含めた検討が必要である。
Abstract
Background: Financial performance of National University Hospitals influences the overall
financial performance of National University Corporations (NUCs). This study aims to compare
financial performance measures of Toyama University Hospital (TUH) with those of other NUC
hospitals.
Methods: Financial performance measures for the fiscal year 2006 of all NUC hospitals were
calculated using segment information of financial statements. Financial performance measures of
TUH were compared with those of other NUC hospitals.
Results: TUH had better financial performance for operating grant/ordinary income as a stability
measure, self−income/ordinary income, and self-income/total assets as profitability measures than
other NUC Hospitals. TUH had an intermediate value for research expense/ordinary expense as
an activity measure among NUC hospitals. TUH had lower efficiency measures including
personnel expense/ordinary expense, general administration expense/ordinary expense, and
operating expense/ordinary expense. In addition, education expense/ordinary expense as an
activity measure and external funds/ordinary income as a growth potential measure were also
lower in TUH than in other NUC hospitals.
Conclusions: These results suggest that TUH had better financial performance for stability and
profitability but lower financial performance for efficiency, activity and growth potential. Changes
in financial performance measures should also be considered in building future financial strategy.
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に従った財務諸表の作成と公表が義務付けられた１～３）。
また，附属病院を有する国立大学法人においては，附属
病院に関するセグメント情報の公表が義務付けられてい
る。
著者は，平成１８事業年度の国立大学法人財務諸表分析
の結果，学部構成が財務パフォーマンスに対する強い影
響要因であることを明らかにした４）。一般に，医学部を
有する大学では，財務安全性，効率性，収益性が高い傾
向にあった。また，理工系の学部を有する大学では，成
長性や活動性が高い傾向にあった。医学部を有する国立
大学法人の上記のような財務上の特徴は，医学部を有す
る国立大学法人においては附属病院収入という独自の収
入源があることに大部分由来する。しかし，現在の診療
報酬制度においては，費用が収益を上回る診療も多く，
収支バランスをとることが難しい。したがって，附属病
院の財務状況を明らかにして今後の対策を講じること
は，単に附属病院の経営安定化につながるだけではな
く，法人全体の経営安定化につながる。
そこで，今回の研究目的は，平成１８事業年度の医学部
を有する国立大学法人の附属病院に関するセグメント情
報から財務比率指標を算出し，他の国立大学附属病院と
の比較において，富山大学附属病院の財務パフォーマン
スを明らかにすることを目的とした。
■方 法
対象は，医学部を有する国立大学法人附属病院４２校
（悉皆調査）。平成１８事業年度の各大学法人の財務諸表か
ら附属病院に関するセグメント情報を用いて財務比率指
標を算出し，富山大学附属病院の財務比率指標と比較し
た。
財務比率指標
財務比率指標による財務分析は，財務諸表中の各勘定
科目の数値の比率により財務パフォーマンスを評価する
方法である５～７）。財務比率の他法人との比較や財務比率
の推移から法人の財務状況を理解し，経営改善に生かす
ことを目的として行われる。
今回の研究で分析の対象とした附属病院セグメント情
報では，損益計算書および当該セグメントに属する総資
産（帰属資産）に関する情報に限定されるため，文部科
学省や監査法人から提案されている財務比率指標のう
ち，下記の損益計算書と帰属資産から算出可能な財務比
率指標を分析した８～１１）。
安全性指標
運営費交付金比率＝運営費交付金／業務収益
運営費交付金比率は，業務収益に占める運営費交付金
収益の割合によって示される。この比率が高い場合は，
業務収益が，国からの補助金に依存していることを意味
する。したがって，運営費交付金比率の高い法人は，運
営費交付金漸減の中で経営が不安的になる可能性があ
る。逆に，この比率が低い場合は，国からの補助金以外
の収入があることを意味しており，収益源の多様性とい
う点で望ましい。
効率性指標
 人件費比率＝人件費／業務費
 一般管理費比率＝一般管理費／業務費
 業務費比率＝業務費／業務費用
人件費比率は，業務費に占める人件費の割合によって
示される。医療は，労働集約型産業であり，一般的に人
件費比率が他の産業より高い。しかし，人件費比率が高
いと経営を圧迫する原因ともなるため，高すぎる人件費
比率は望ましくない。一般管理費比率は，業務費に占め
る一般管理費の割合によって示される。一般管理費が高
すぎる場合は，業務方法につき検討の余地がある。この
割合が低いほど効率的な経営が行われていることを意味
する。業務費比率は，業務費用に占める業務費の割合に
よって示される。一般管理費，財務費用，雑損が高いと
業務費比率は低くなる傾向にあり，低い場合は本来業務
以外での出費が多いことが示唆されるため，一般的には
業務費比率は高いほうがよい。
収益性指標
 附属病院利益率＝業務利益／業務収益
 自己収益比率＝自己収益（業務収益－運営費交付金
収益）／業務収益
 自己収益回転率＝自己収益／帰属資産
附属病院利益率は，業務収益に占める業務利益によっ
て示される。自己収益比率は，業務収益に占める自己収
益（業務収益から運営費交付金収益を減じた収益）で示
される。自己収益比率は，運営費交付金の影響を除外し
た収益性指標である。自己収益回転率は，帰属資産に対
する自己収益の比で示される。自己収益回転率は，法人
所有の附属病院関連資産を十分に活用して収益を上げて
いるかを評価する収益性指標である。これらは，３つの
収益性指標はいずれも高いほど収益性が高いといえる。
成長性指標
外部資金比率＝外部資金収益（受託研究費等収益，受託
事業費等収益，寄付金収益）／業務収益
外部資金比率は，業務収益中の外部資金収益の割合に
よって示される。運営費交付金が漸減される中で，外部
資金の獲得により収益構造の多様化を図ることは，財務
安全性を高めると同時に，法人の成長性を高めることに
つながる。したがって，外部資金比率は，高いほど成長
性が高いと判断される。
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活動性指標
 研究経費比率＝研究経費／業務費
 教育経費比率＝教育経費／業務費
研究経費比率と教育経費比率は，それぞれ業務費に占
める研究経費および教育経費の割合によって示される。
業務費に対する研究経費や教育経費の比率が高いほど活
動性が高いといえる。
■結果
表１に，平成１８事業年度の国立大学法人の附属病院セ
グメント情報の主要勘定科目の記述統計を示す。業務費
用の平均は約１９２億円であった。業務費用の９５．８％が業
務費であり，その内訳として診療経費が約１０６億円で業
務費用全体の５４．９％，人件費が約７４億円で業務費用全体
の３８．６％であった。業務収益の平均は約２００億円であっ
た。主な内訳は，附属病院収益が約１５８億円で業務収益
の７８．９％，運営費交付金収益が約３５億円で業務収益の
１７．５％であった。最終的な業務損益の平均は約８億円で
あり，７大学で業務損失を計上した。帰属資産の平均は
約２８５億円であった。富山大学附属病院の業務費用は約
１３５億で全国２９位，業務収益は約１３８億円で全国３２位，業
務損益は約２億５，０００万円で全国３０位，帰属資産は約７９
億円で全国３９位であった。したがって，富山大学附属病
院は，損益計算書および帰属資産の観点からは国立大学
附属病院の中では中小規模病院であるといえる。
表２に，安全性指標と効率性指標の結果を示す。安全
性指標である運営費交付金比率の平均は１６．２％（偏差
４．４４）であった。運営費交付金比率の最小は滋賀医科大
学で８．６％，最大は大阪大学の２９．６％であった。富山大
学は１３．３％であり，全国１２位で運営費交付金比率は低
かった。効率性指標のうちの人件費比率の平均は４０．７％
（３．２０）であった。人件費比率の最小は岐阜大学の
３２．９％，最大は長崎大学の４７．４％であった。富山大学は
４４．２％であり，全国３６位で人件費比率は高かった。一般
管理費比率の平均は０．８３％（０．７８）であった。一般管理
費比率の最小は香川大学の０．０２％，最大は富山大学の
４．７６％であった。業務費比率の平均は９６．０％（１．３７）で
あった。業務費比率の最大は香川大学の９７．８％，最小は
富山大学の９２．７％であった。
表３に，収益性指標と成長性指標の結果を示す。収益
性指標のうちの附属病院利益率の平均は４．１％（３．８８）
であった。附属病院利益率の最大は鳥取大学の１１．６％，
最小は岐阜大学の－２．６％であった。富山大学は１．８％で
全国２９位であった。自己収益比率の平均は８３．８％（４．４４）
であった。自己収益比率の最大は滋賀医科大学の
９１．４％，最小は大阪大学の７０．４％であった。富山大学は
８６．７％で全国１２位であった。自己収益回転率の平均は
０．８２（０．４０）であった。自己収益回転率の最大は秋田大
学の１．７９，最小は東京大学の０．２３であった。富山大学は
１．５０で全国５位であった。成長性指標である外部資金比
表１ 平成１８事業年度附属病院セグメントの主要勘定科目の記述統計 （単位：百万円）
国立大学附属病院 富山大学附属病院
平均 （偏差） 中央値 ［最小―最大］ ％ 数値 順位
業務費用
業務費 １８，４１７（７，４０８） １６，７８９［１１，５３４―４５，８３１］ ９５．８ １２，５１５ ３１
教育経費 ２０（２０） １２［０．２―８３］ ０．１ ２ ３９
研究経費 １８５（２６７） １１４［１―１，４９９］ １．０ ７５ ２７
診療経費 １０，５５９（４，１４３） ９，２１４［６，１９２―２４，５４４］ ５４．９ ６，８５２ ３４
受託研究費 １９４（３２４） １０９［１５―１，９２６］ １．０ ５３ ３６
受託事業費 ２８（５４） １２［０―２７６］ ０．１ ２ ４０
人件費 ７，４２９（２，８７３） ６，５１９［４，７７９―１７，６７９］ ３８．６ ５，５３１ ３０
一般管理費 １５４（１３７） １０８［３―５９６］ ０．８ ５９６ １
財務費用 ６５２（４５８） ４７５［２４２―２，０５８］ ３．４ ３９４ ２５
業務費用小計 １９，２２８（７，８８８） １７，２１６［１１，９４４―４８，３５８］ １００．０ １３，５０６ ２９
業務収益
運営費交付金収益 ３，４９２（２，４０６） ２，６５８［１，２２５―１２，０６１］ １７．５ １，８２４ ３４
附属病院収益 １５，７７６（５，００４） １４，１９６［１０，２９８―３１，８１１］ ７８．９ １１，７００ ３０
受託研究費等収益 １９４（２８７） １１８［１６―１，６４９］ １．０ ５７ ３６
受託事業費等収益 ３０（５７） １３［０―２８４］ ０．２ ３ ４０
寄付金収益 １４９（３１８） ４９［０―１，８４９］ ０．７ ３４ ２６
業務収益小計 １９，９８４（７，９２３） １８，０２４［１２，２２４―４８，６６３］ １００．０ １３，７５２ ３２
業務損益 ７５６（８８９） ６１３［－６４８―３，８６５］ ２４５ ３０
帰属資産 ２８，４６４（２６，１４７） ２０，５０４［６，６０８―１５６，４３９］ ７，９４４ ３９
富山大学附属病院の全国順位は降順で示されている（財務数値が小さいほど順位が低い）。
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率の平均は１．４５％（１．３１）であった。外部資金比率の最
大は東京大学の７．２５％，最小は琉球大学の０．３８％であっ
た。富山大学は０．６９％で全国３４位であった。
表４に，活動性指標の結果を示す。研究経費比率の平
均は０．８３％（０．６２）であった。研究経費比率の最大は京
都大学の３．２９％，最小は山形大学の０．０１％であった。富
山大学は０．６０で全国２３位であった。教育経費率の平均は
０．１１５（０．１１６）であった。最大は宮崎大学の０．５０２，最
小は群馬大学の０．００１％であった。富山大学は０．０１３％で
全国３９位であった。
図１に，富山大学附属病院の全国順位からみた財務パ
フォーマンスを示す。図のレーダーチャートでは，富山
大学附属病院の財務パフォーマンスを，全国平均を３と
して５段階（１～５）で評価した。数値が大きいほど財
務比率指標からみた財務パフォーマンスが良好であるこ
とを意味している。富山大学が全国平均より高い財務パ
フォーマンスを示したものは，安全性指標である運営費
交付金比率，収益性指標である自己収益比率と自己収益
表２ 国立大学附属病院の安全性および効率性に関する財務比率指標（平成１８事業年度）
安全性指標 効率性指標
運営費交付金比率（％） 人件費比率（％） 一般管理費比率（％） 業務費比率（％）
平均（偏差） １６．２（４．４４） ４０．７（３．２０） ０．８３（０．７８） ９６．０（１．３７）
中央値 １４．３ ４０．９ ０．６５ ９６．４
順位 １ 滋賀医科（８．６） １ 岐阜（３２．９） １ 香川（０．０２） １ 香川（９７．８）
２ 秋田（１０．８） ２ 東京医歯（３５．２） ２ 浜松（０．０６） ２ 筑波（９７．８）
３ 筑波（１０．９） ３ 群馬（３５．５） ３ 東京医歯（０．１３） ３ 浜松（９７．８）
４ 金沢（１１．８） ４ 旭川医科（３５．６） ４ 旭川医科（０．１３） ４ 大分（９７．６）
５ 宮崎（１２．１） ５ 金沢（３６．２） ５ 群馬（０．１６） ５ 千葉（９７．６）
・ ・ ・ ・
１２ 富山（１３．３） ３６ 富山（４４．２） ・ ・
・ ・ ・ ・
３８ 九州（２２．９） ３８ 島根（４４．７） ３８ 佐賀（１．３７） ３８ 弘前（９４．２）
３９ 北海道（２２．９） ３９ 大阪（４５．２） ３９ 徳島（１．８９） ３９ 鳥取（９３．７）
４０ 東京医歯（２４．４） ４０ 鹿児島（４５．３） ４０ 滋賀医科（２．０５） ４０ 東京医歯（９３．４）
４１ 東京（２４．８） ４１ 大分（４５．６） ４１ 琉球（２．０９） ４１ 大阪（９２．９）
４２ 大阪（２９．６） ４２ 長崎（４７．４） ４２ 富山（４．７６） ４２ 富山（９２．７）
各指標の順位は，財務パフォーマンスが良い順に示されている。
表３ 国立大学附属病院の収益性および成長性に関する財務比率指標（平成１８事業年度）
収益性指標 成長性指標
附属病院利益率（％） 自己収益比率（％） 自己収益回転率 外部資金比率（％）
平均（偏差） ４．１（３．８８） ８３．８（４．４４） ０．８２（０．４０） １．４５（１．３１）
中央値 ４．３ ８５．７ ０．６６ １．０６
順位 １ 鳥取（１１．６） １ 滋賀医科（９１．４） １ 秋田（１．７９） １ 東京（７．２５）
２ 北海道（１１．６） ２ 秋田（８９．２） ２ 香川（１．６１） ２ 京都（５．６３）
３ 大阪（１０．８） ３ 筑波（８９．１） ３ 三重（１．６０） ３ 東北（４．４５）
４ 琉球（１０．５） ４ 金沢（８８．２） ４ 琉球（１．５４） ４ 神戸（２．０３）
５ 山梨（９．６） ５ 宮崎（８７．９） ５ 富山（１．５０） ５ 群馬（２．００）
・ ・ ・ ・
２９ 富山（１．８） １２ 富山（８６．７） ・ ３４ 富山（０．６９）
・ ・ ・ ・
３８ 東北（－１．４） ３８ 九州（７７．１） ３８ 熊本（０．３９） ３８ 高知（０．６２）
３９ 滋賀医科（－１．４） ３９ 北海道（７７．１） ３９ 東京医歯（０．３８） ３９ 宮崎（０．５２）
４０ 金沢（－１．６） ４０ 東京医歯（７５．６） ４０ 九州（０．３３） ４０ 佐賀（０．５１）
４１ 九州（－１．８） ４１ 東京（７５．２） ４１ 岐阜（０．３０） ４１ 福井（０．４３）
４２ 岐阜（－２．６） ４２ 大阪（７０．４） ４２ 東京（０．２３） ４２ 琉球（０．３８）
各指標の順位は，財務パフォーマンスが良い順に示されている。
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回転率であった。研究経費比率は平均的であった。人件
費比率，一般管理費比率，業務費比率といった効率性指
標は，いずれも全国平均よりパフォーマンスが低かっ
た。また教育経費比率および外部資金比率も全国平均よ
りパフォーマンスが低かった。
■考 察
平成１８事業年度における富山大学附属病院の財務パ
フォーマンスとしては，国立大学附属病院の中では資産
規模の点で中小規模病院であるが，資産に対する収益性
が全国平均より高かった。また，自己収益により収益源
が多様化されており，その結果，運営費交付金比率が低
く，財務安全性が全国平均より高かった。しかし，一般
管理費や人件費に対する支出が多いことから，効率性指
標が全国平均より低かった。また，教育や研究の活動性
や成長性も全国平均より低かった。したがって，富山大
学附属病院の今後の方向性としては，財務安全性と収益
性を維持しつつ，効率性や活動性および成長性について
改善の余地がないか検討が望まれる。
運営費交付金比率は，地方の中小規模病院において，
運営費交付金比率が低く，都市の大規模病院において高
い傾向にあった。また，自己収益回転率は，地方の中小
規模病院において高い傾向にあった。これは，地方の中
小規模病院では帰属資産が小さくなるため，帰属資産で
除して算出するこの指標では高くなりやすい可能性があ
る。また，外部資金比率や研究経費比率は，都市の大規
模病院において一般的に高い傾向がある。したがって，
これらの指標は，大学の歴史的背景，規模や立地によっ
てある程度の影響を受けると考えられる。
しかしながら，人件費比率，一般管理費比率，業務費
比率といった効率性指標の順位は，上記の理由だけでは
十分に説明できない。したがって，大学の経営方針など
も大きな影響を与えていると考えられる。その意味で，
今後，経営の巧緻による財務状況の差が大きくなると思
われる。
今回の研究結果の限界として下記の点があげられる。
第１に，今回の研究は横断研究であるという点である。
財務比率指標は年々変化する可能性があるが，変化につ
いては考慮していない。財務比率が同じ数値であって
も，経年的に改善傾向にあるのか悪化傾向にあるのかで
意味が異なる。したがって，経年変化についても評価し
たうえで判断することが望ましい。第２に，附属病院の
財務分析は，現段階ではセグメント情報として公開され
ている情報が損益計算と帰属資産に限られるため，算出
できる財務比率指標に制限がある。財務諸表分析では，
損益計算書以外にも，貸借対照表やキャッシュフロー計
算書から算出される財務比率指標も重要な意味を持って
いるため，今回の結果から断定的なことを述べることは
難しい。第３に，国立大学法人の財務諸表は，国立大学
会計基準に則って作成されるため法人間の比較可能性が
高いが，法人間で会計方針が異なる可能性があるため，
財務比率指標の差が会計方針の差に由来する可能性がな
いか検討が必要である。
結論として，富山大学附属病院は，財務安全性と収益
性については他大学と比較して良好であったが，効率性
や活動性および成長性に関しては，改善可能性について
表４ 国立大学附属病院の活動性に関する財務比率指標
（平成１８事業年度）
活動性指標
研究経費比率（％） 教育経費比率（％）
平均（偏差） ０．８３（０．６７） ０．１１５（０．１１６）
中央値 ０．６２ ０．０７１
順位 １ 京都（３．２９） １ 宮崎（０．５０２）
２ 東京（３．２７） ２ 鹿児島（０．４１７）
３ 名古屋（１．５７） ３ 島根（０．３６１）
４ 東北（１．５７） ４ 佐賀（０．２９８）
５ 筑波（１．５１） ５ 長崎（０．２４５）
・ ・
２３ 富山（０．６０） ・
・ ・
３８ 東京医歯（０．２９） ３８ 名古屋（０．０１７）
３９ 大分（０．２５） ３９ 富山（０．０１３）
４０ 秋田（０．２２） ４０ 山形（０．００７）
４１ 三重（０．１９） ４１ 東京医歯（０．００５）
４２ 山形（０．０１） ４２ 群馬（０．００１）
各指標の順位は、財務パフォーマンスが良い順に示されている。
富山大学附属病院の財務パフォーマンスを５段階（１
～５）で評価。全国平均を３とし、数値が大きいほど財
務比率指標からみた財務パフォーマンスが良好であるこ
とを意味している。
図１ 富山大学附属病院の財務パフォーマンス
関根：富山大学附属病院の財務分析 23
検討の余地があることが示唆された。今後，財務比率指
標の推移などを含めた詳細な検討が必要である。
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